
【公共事業関係費】

【ダム事業】

（直轄事業等）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

再評価結果一覧
（平成２７年８月末現在）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

【内訳】（※1）
　建設費　642億円
　維持管理費　37億円

1.3
（※1）

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、沙流川流域では、最大孤立者数
(避難率0%)は約2,070人と想定される
が、事業実施により約500人に軽減さ
れる。
・同様に、河川整備計画規模の洪水が
発生した場合、沙流川流域では、電力
の停止による影響人口は約1,960人と
想定されるが、事業実施により約410
人に軽減される。

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・氾濫のおそれがある区域を含む町の総人口は平成20
年から平成26年にかけてやや減少しているものの、総
世帯数はほぼ横ばいで大きな変化はない。
・水田および畑の面積は平成19年から平成24年にかけ
てほぼ横ばいで大きな変化はない。
・水道用水として沙流川総合開発事業に参画している
平取町及び日高町に対して、平成25年3月に「二風谷ダ
ム及び平取ダムの建設に関する基本計画」の変更につ
いて照会した際、事業の参画内容変更の申し出はなく、
それ以降も変更の申し出はない。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・付替道路については平成22年11月に付替道道の供
用を開始しており、平成27年3月末現在、5.1kmの区間
が完成。進捗率は95％(延長ベース)。
・ダム本体工事については、平成27年3月末現在、基礎
掘削工を実施しており、8万ｍ3の掘削を完了。
・平成27年3月末までに、事業費約310億円を投資。進
捗率は約54％（事業費ベース）。
・今後のスケジュールについては、本体工事、付替道路
工事等を実施予定。

③コスト縮減や代替案立案などの可能性について
・ダム湛水により水没する埋蔵文化財発掘箇所におい
て、供用後も調査可能な常時満水位以上については、
北海道教育委員会との協議により発掘範囲面積を減す
ることでコストの縮減を図る。
・付替道路工事箇所において、従来、一般廃棄物として
扱われていた地山掘削時に発生する草根等を含む表
土（すき取り土）を、植生工に代えて法覆基材として利
用することによって、コストの縮減を図るとともに、地域
の既存植生による自然環境の早期回復を図る。
・今後も引続き、設計段階や工事施工においても工法
の工夫や新技術の積極的な採用等により、コスト縮減
に努める。
・平成22年度から平成24年度に実施した沙流川総合開
発事業の検証に係る検討において、「ダム事業の検証
に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき現
計画案（平取ダム案）と現計画案以外の代替案を複数
の評価軸ごとに評価し、最も有利な案は、現計画案（平
取ダム案）と評価している。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

沙流川総合開発事
業
北海道開発局

再々評価 573
864

（※1）

【内訳】（※1）
被害防止便益：562億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：
297億円
残存価値：5億円

【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：62戸
　年平均浸水軽減面積：67ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関して平取
ダムと同じ機能を有するダムを代替施設
とし、代替法を用いて計上

679
（※1）



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

再々評価 528
1,361
（※1）

677
（※1）

2.0
（※1）

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、天塩川流域（サンルダムより下
流）では、最大孤立者数（避難率0%）は
約7,800人と想定されるが、事業実施に
より約2,000人に軽減される。
・同様に、河川整備計画規模の洪水が
発生した場合、天塩川流域（サンルダ
ムより下流）では、電力の停止による
影響人口が約7,100人と想定される
が、事業実施により約1,700人に軽減さ
れる。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

サンルダム建設事
業
北海道開発局

【内訳】（※1）
被害防止便益：903億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：
452億円
残存価値：5億円
【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：73戸
　年平均浸水軽減面積：48ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関してサン
ルダムと同じ機能を有するダムを代替施
設とし、代替法を用いて計上

【内訳】（※1）
　建設費　633億円
　維持管理費　44億円

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・氾濫のおそれがある区域を含む市町村の総人口は平
成19年から平成26年にかけてやや減少しているもの
の、総世帯数はほぼ横ばいで大きな変化はない。
・水田・畑の面積は平成13年から平成24年にかけてほ
ぼ横ばいで大きな変化はない。
・水道用水として参画している名寄市及び下川町に対し
て、平成24年12月に「サンルダムの建設に関する基本
計画」の変更について照会した際、 事業の参画内容変
更の申し出はなく、それ以降も変更の申し出はない。
・発電として参画している、ほくでんエコエナジー株式会
社に対して、平成24年12月に「サンルダムの建設に関
する基本計画」の変更について照会した際、水車・発電
機合成効率等の変更に伴い発電能力の見直しを行っ
たため最大出力を1,100kWに変更すると申し出があった
が、それ以降は変更の申し出はない。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・付替道路については全体の工事を平成24年度に完了
し、供用を開始。
・ダム本体工事については、平成27年3月末現在、転流
工が完了しており、本体基礎掘削工事は52％の進捗状
況（事業費ベース）。
・平成27年3月末までに、事業費約363億円投資。進捗
率は69％（事業費ベース）。
・今後のスケジュールについては、本体工事等を実施
予定。

③コスト縮減や代替案立案などの可能性について
・現場で発生する伐採木・枝を、下川町の木質バイオマ
スボイラー燃料として提供することで、処分費用のコスト
縮減を図る。
・今後も引続き、設計段階や工事施工においても工法
の工夫や新技術の積極的な採用等により、コスト縮減
に努める。
・平成22年度から平成24年度に実施したサンルダム建
設事業の検証に係る検討において、「ダム事業の検証
に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき現
計画案（サンルダム案）と現計画案以外の代替案を複
数の評価軸ごとに評価。基も有利な案は、現計画案（サ
ンルダム建設事業）と評価している。



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

その他 2,000 9,512 2,257 4.2

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、想定死者数は約230人、最大孤
立者数は約162,900人と想定される
が、事業実施により解消される。
・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、機能低下する医療施設は337施
設、社会福祉施設は256施設と想定さ
れるが、事業実施により解消される。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

新丸山ダム建設事
業
中部地方整備局

【内訳】
被害防止便益：7,458億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：
2,008億円
残存価値：46億円

【主な根拠】
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：2,013戸
　年平均浸水軽減面積：297ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関して新丸
山ダムと同じ機能を有するダムを代替施
設とし、代替法を用いて計上

【内訳】
　建設費　2,203億円
　維持管理費　54億円

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・木曽川流域内は、名神高速道路等の高速道路、JR東
海道新幹線等、国土の基幹をなす交通の要衝となって
いる。さらに東海環状自動車道、リニア中央新幹線（平
成39年開業予定）等の整備により、地域開発や市街化
が進むことが予想される。
・木曽川の氾濫により浸水のおそれのある区域を含む
市町村の人口は、ほぼ横ばいであり、大きな変化はな
い。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・平成25年11月から付替県道井尻八百津線の工事に
着手している。
・現在、本体工事用道路工事、付替道路工事等を実施
している。
・平成27年3月末までに、事業費約689億円を投資。　進
捗率約34%（事業費ベース）
・新丸山ダムの建設に関する基本計画（第2回）変更
（告示）を実施する。
・ダム本体工事着手に向けた設計及び関連工事を実施
する。
・地元や関係機関と調整を行い、付替国道418号の八
百津町潮南地区から恵那市飯地地区間の延長約3.5ｋ
ｍの整備を実施する。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・基本計画の変更の検討において、ダム高の縮小及び
付替国道の設計見直し等によりコスト縮減を行ってい
る。
・学識経験者等の委員で構成する、「新丸山ダム事業
費等監理委員会」を平成20年8月5日に設置し、毎年各
年度の予算と事業内容、コスト縮減策等について意見
を頂いている。
・今後も引き続き、設計段階や施工段階において工法
の工夫や新技術の積極的な採用により、コスト縮減に
努める。
・新丸山ダムの検証に係る検討において、「ダム事業の
検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づ
き「洪水調節」、「流水の正常な機能の維持」について、
目的別の総合評価を行った結果、最も有利な案として
「新丸山ダム案」を評価している。



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

三峰川総合開発事
業
中部地方整備局

再々評価 500
786

（※1）

【内訳】（※1）
被害防止便益：769億円
残存価値：17億円

【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：128戸
　年平均浸水軽減面積：38ha

753
（※1）

【内訳】（※1）
　建設費　725億円
　維持管理費　28億円

1.04
（※1）

・天竜川では、これまで幾度も洪水によ
る被害を受けており、昭和36年、昭和
43年、昭和57年、昭和58年、平成18年
に被害の大きな洪水が発生している。
昭和36年6月洪水では、大規模な土砂
流出も相まって被害家屋約14,000戸に
及ぶ甚大な被害が発生した。
・戦後最大流量を観測した昭和58年9
月に発生した洪水においては、被害家
屋6,555戸の甚大な被害が発生した。
近年では平成18年7月洪水において、
三峰川合流点より上流の諏訪湖周辺
での浸水被害、箕輪町での堤防決壊
等、2,935戸の被害が発生した。

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・天竜川上流域は、長野県伊那市、駒ヶ根市、飯田市
などの主要都市を中心に、天竜川沿いに伊那谷とよば
れる生活圏が形成されており、中央自動車道、国道153
号、ＪＲ飯田線等主要な交通が集中し、更に平成23年6
月には、この地域にリニア中央新幹線の事業実施想定
区域が示されたことから、人口の増加や産業・観光の
発展が予想される。
・こうした状況のもと、上流域では、中央アルプス、南ア
ルプスの豊富な水を利用した農業や精密機械産業が
盛んである。
・三峰川、天竜川の氾濫のおそれのある区域を含む10
市町村の人口は、ほぼ横ばいであり、大きな変化はな
い。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・美和ダム再開発は、平成元年度に建設事業に着手
し、平成17年に土砂バイパス施設（土砂バイパストンネ
ル、分派堰、貯砂ダム）が完成するとともに、約200万
m3の堆砂掘削を完了している。
・平成26年度から湖内堆砂対策施設の整備に着手して
いる。
・平成27年3月末までに、事業費約447億円を投資。　進
捗率約89％（事業費ベース）
・引き続き、利水容量の一部振替による洪水調節機能
の強化、湖内堆砂対策施設の整備を着実に進める。
・既設美和ダムの利水容量の一部（280万m3）を洪水調
節容量に振替等、洪水調節機能を強化する。
・湖内堆砂対策施設は、水理模型実験により施設諸元
を検討するとともに、施工性、操作性、維持管理を含め
たトータルコスト縮減の観点から、学識経験者等から構
成される湖内対策施設検討委員会を設置した上で指
導・助言を得て施設設計を完了した。
・平成26年度から着手している湖内堆砂対策施設の整
備を着実に進める。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・ストックヤード本体部は、構造物の規模、工程、経済
性から分離型のコンクリート擁壁形式を採用し、基礎形
式は杭基礎とすることで、約3.4億円のコスト縮減を見込
んでいる。
・杭基礎は、場所打ち杭と既成杭を比較検討した結果、
既成杭を採用することで、約500万円のコスト縮減を見
込んでいる。
・今後も引き続き、設計段階や工事施工においても、工
法の工夫や新技術の積極的な採用等により、コスト縮
減に努める。
・天竜川水系河川整備計画（平成21年7月）において
は、治水に関する目標とする、戦後最大規模相当とな
る昭和58年9月洪水、平成18年7月洪水と同規模の洪
水が発生した場合において、洪水を安全に流下させる
ことが出来る対策案を比較検討している。
・天竜川の社会経済上の重要性、財政の制約、治水事
業の早期かつ広範囲な効果発現、並びに現在の技術
レベルでの環境負荷の大小等を勘案し、比較検討案の
うち「河道整備＋美和ダム等既設ダム洪水調整機能強
化」案を選定し、河道整備として伊那・伊北地区の樹木
伐開や河道掘削、鵞流峡付近の河道掘削を行うととも
に、美和ダム等の既設ダムの洪水調節機能の強化に
より水位低下を図ることとしている。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

・天竜川では、これまで幾度も洪水によ
る被害を受けており、昭和58年、平成3
年に被害の大きな洪水が発生してい
る。 戦後最大規模の流量となる昭和
58年9月洪水では、旧天竜市（現浜松
市天竜区）などで甚大な被害が発生し
た。

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・地域開発の状況については、流域内は、平成24年4月
から新東名高速道路が開通するなど、東名高速道路、
国道1号、JR東海道新幹線等、東西を結ぶ、国土の基
幹をなす交通の要衝となっている。
・こうした状況のもと、浜松市並びにその周辺地域を含
む浜松地域は、 自動車産業、オートバイ産業、楽器産
業が盛んである。
・天竜川の氾濫により浸水のおそれのある区域を含む
浜松市及び磐田市の人口は、ほぼ横ばいであり、大き
な変化はない。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・天竜川ダム再編事業は、平成21年度に建設事業に着
手し、これまでに進入路の整備、置土実験による物理・
生物環境への影響把握、吸引方式排砂工法（吸引工
法）の現地実証実験を実施してきた。現在は、佐久間ダ
ム貯水池における現地実証実験において確認された、
佐久間ダム貯水池に適用するにあたっての吸引能力、
施工性等の課題を踏まえ、洪水調節効果の早期発現、
堆砂対策工法の再検討を実施している。
・平成27年3月末までに、事業費約95億円を投資。　進
捗率約13％（事業費ベース）
・本事業の実施においては、天竜川の治水安全度の向
上のために、新たに洪水調節機能を確保することの重
要性に鑑み、効果の早期発現に向け、事業の進め方を
含めた段階的な対応について検討している。
・天竜川ダム再編事業環境検討委員会にて得られた知
見を基に、下流河道への影響を把握するための置土実
験を継続実施する。
・平成27年度より、堆砂対策工法の再検討及び下流河
道への影響を確認するための委員会の設立を予定して
おり、結果を踏まえ事業計画について見直しを行う予
定。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・学識経験者等の委員で構成する「天竜川ダム再編事
業費等監理委員会」を設置し、各年度の予算と事業内
容、コスト縮減等について報告している。
・今後も引き続き設計段階や工事施工においても、工
法の工夫や新技術の積極的な採用等により、コスト縮
減に努める。
・天竜川水系河川整備計画（平成21年7月）において
は、治水に関する目標とする、戦後最大規模となる昭
和58年9月洪水と同規模の洪水が発生した場合におい
て、洪水を安全に流下させることが出来る対策案として
3案を比較している。
・天竜川の社会経済上の重要性、財政の制約、治水事
業の早期かつ広範囲な効果発現、現在の技術レベル
での環境負荷等、並びに急激な海岸侵食の抑止効果
等を勘案し、「河道整備を行うとともに天竜川ダム再編
事業の実施」を選択している。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

天竜川ダム再編事
業
中部地方整備局

再々評価 790
2,751
（※1）

【内訳】（※1）
被害防止便益：2,719億円
残存価値：31億円

【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：575戸
　年平均浸水軽減面積：72ha

898
（※1）

【内訳】（※1）
　建設費　670億円
　維持管理費　228億円

3.1
（※1）



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

再々評価 960
1,104
（※1）

856
（※1）

1.3
（※1）

・昭和28年、34年、36年、40年、50年、
56年、平成10年、16年などに浸水被害
が発生しており、平成16年7月の福井
豪雨では足羽川下流における堤防の
決壊などにより、床上浸水3,314戸、床
下浸水10,321戸、死者4名、行方不明
者1名などの甚大な被害が発生してい
る。

継続
水管理・国土保全
局治水課
（課長　大西　亘）

足羽川ダム建設事
業
近畿地方整備局

【内訳】（※1）
被害防止便益：1,080億円
残存価値：24億円

【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
・年平均浸水軽減戸数：221戸
・年平均浸水軽減面積：24ha

【内訳】（※1）
　建設費　816億円
　維持管理費　39億円

①事業を巡る社会情勢等の変化
・九頭竜川流域内の総人口は微減傾向となるが、前回
の再評価以降、人口は約1％減少、資産は約5％増加と
なっており、 大きな変化なし。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・現在、生活再建工事段階とし、事業に必要な用地取
得、工事用道路、付替県道松ケ谷宝慶寺大野線の道
路工事を実施。
・平成26年度末までに事業費約243億を投資しており、
進捗率は約25％。
・今後は、引き続き、工事用道路、付替県道松ケ谷宝慶
寺大野線の道路工事を進める。

③コスト縮減や代替案立案などの可能性について
・水海川導水トンネルの吐口位置の標高を下げることに
より、流速を見直す等、トンネル断面を縮小することで、
コスト縮減を行う。
・今後も、学識経験者等で構成する「足羽川ダム建設事
業費等監理委員会」において、コスト縮減策についてご
意見を頂き、設計段階、施工段階における新技術の積
極的な採用もあわせ、更なるコスト縮減に努める。
・足羽川ダム建設事業の検証に係る検討において、「ダ
ム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細
目」に基づき「洪水調節」について、現計画案と現計画
案以外の代替案を複数の評価軸ごとに評価し、目的別
の総合評価を踏まえ総合的な評価の結果として、最も
有利な案は「ダム建設を含む対策案」となった。



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

再々評価 850
1,065
（※1）

845
（※1）

1.3
（※1）

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、肱川流域では、浸水区域内人口
は約10,000人と想定されるが、事業実
施により約400人に軽減される。
・同様に、河川整備計画規模の洪水が
発生した場合、肱川流域では、最大孤
立者数(避難率40%)は約4,700人と想定
されるが、事業実施により約200人に
軽減される。
・同様に、河川整備計画規模の洪水が
発生した場合、肱川流域では、想定死
者数(避難率40%)は約30人と想定され
るが、事業実施によりほぼ解消され
る。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

山鳥坂ダム建設事
業
四国地方整備局

【内訳】（※1）
被害防止便益：581億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：
464億円
残存価値：20億円

【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：117戸
　年平均浸水軽減面積：29ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関して山鳥
坂ダムと同じ機能を有するダムを代替施
設とし、代替法を用いて計上

【内訳】（※1）
　建設費　802億円
　維持管理費　43億円

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・流域内の人口は、近年横這いもしくは減少傾向にある
が、最も多くの人口を有する大洲市では、近年、商業施
設進出数及び従業者数が増加している。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・現在、工事用道路・付替県道工事に着手しており、平
成27年3月末現在で進捗率は約27%（事業費ベース）。
・平成38年度完成に向けて事業を推進中。
・平成27年度は、引き続き工事用道路工事、付替県道
工事及び用地補償等を実施。
・流域自治体等からも早期事業実施の要望を受けてお
り、着実に進捗する見込みである。

③コスト縮減や代替立案などの可能性について
・学識経験者等の委員で構成する「ダム事業費等監理
委員会」を平成20年度より設置し、各年度の工事工程
の進捗状況やコスト縮減対策の実施状況等について意
見を頂いている。
・河川整備計画において想定している目標と同程度の
目標を達成することを基本として、複数の代替案を立案
し、検討した結果、社会的影響等の観点から山鳥坂ダ
ムの建設が最適と評価している。



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

その他 470 1,083 594 1.8

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、那賀川流域では、災害時要援護
者数は約14,400人と想定されるが、事
業実施により約10,600人に軽減され
る。
・同様に、河川整備計画規模の洪水が
発生した場合、那賀川流域では、最大
孤立者数(避難率40%)は約15,300人と
想定されるが、事業実施により約9,600
人に軽減される。
・同様に、河川整備計画規模の洪水が
発生した場合、那賀川流域では、電力
の停止による影響人口は約12,800人と
想定されるが、事業実施により、約
6,400人に軽減される。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

長安口ダム改造事
業
四国地方整備局

【内訳】
被害防止便益：795億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：
269億円
残存価値：18億円

【主な根拠】
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：130戸
　年平均浸水軽減面積：51ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関して長安
口ダムと同じ機能を有するダムを代替施
設とし、代替法を用いて計上

【内訳】
　建設費　494億円
　維持管理費　99億円

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・JR牟岐線、国道等の基幹交通施設があり、徳島県南
部から高知県に至る交通の要衝となっている。
・流域内の阿南市・小松島市・那賀町では、人口はやや
減少傾向にあるものの世帯数は増加しており、国内外
でトップシェアを誇る企業の工場が存在していることも
あり、工業製品の出荷額は増加傾向となっている。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・平成27年3月末時点で事業費約234億円を投資してお
り、進捗率は約50%（事業費ベース）。
・事業費は約470億円、工期は平成31年度という見通し
である。
・平成27年度については、主にダム改造工事及び堆砂
除去等を継続実施する。
・関係機関及び地元住民等との協力体制の構築に努め
るとともに、引き続き協力体制を維持しつつ、治水・利
水効果発現は平成30年度末、一部施設（選択取水設
備）は平成31年度完成に向けて事業の推進に努める。
・また、長安口ダムは、堆砂除去を実施しているもの
の、貯水池内堆砂量は増加しており、有効貯水容量を
適正に確保するためには大きな課題であり、効果的・効
率的な堆砂対策が必要である。

③コスト縮減や代替立案などの可能性について
・選択取水設備の構造型式の検討等、設計段階におい
てコスト縮減を図っており、施工段階である現在におい
ても、地域との連携や環境に配慮し、掘削土砂の有効
活用をするなど、更なるコスト縮減に努める。
・那賀川水系においては、背後地の状況や河川管理上
の特性を考慮したうえで、河道への配分流量を最大限
に設定していること、また、新たな洪水調節施設の設定
には流域内における十分な合意形成が必要であること
から、洪水調節を行うにあたっては、既存施設の有効
活用を図ることが河川整備基本方針に位置づけられて
いる。また、整備計画では全川にわたる堤防整備には
長期間を要することを踏まえ、長安口ダムの改造事業
を優先的に実施することとしている。
・長安口ダムの改造計画については、既設ゲート改造
案（クレスト切欠）、新設ゲート設置案（クレスト新設）、ト
ンネル洪水吐案について比較検討を行い、技術的な実
現性、経済性等の観点から現計画案（新設ゲート設置
案）を採用。



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

再々評価 917 3,956 1,478 2.7

・基本方針規模の洪水が発生した場
合、浸水面積約4,050ha、浸水区域内
人口約126,300人と想定されるが、事
業実施により浸水面積約600ha、浸水
区域内人口約37,200人が解消される。
また、国道3号等の主要な道路の途絶
区間のうち、一部が解消される。
・整備計画規模の洪水が発生した場
合、浸水面積約2,460ha、浸水区域内
人口約64,200人と想定されるが、事業
実施により浸水面積約2,300ha、浸水
区域内人口約63,900人が解消される。
また、国道3号等の主要な道路の途絶
が解消される。

継続
水管理・国土保全
局治水課
(課長　大西　亘）

立野ダム建設事業
九州地方整備局

【内訳】
被害防止便益：3,899億円
残存価値：57億円
【主な根拠】
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：418戸
　年平均浸水軽減面積：62ha

【内訳】
　建設費　1,426億円
　維持管理費　52億円

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・想定氾濫区域内の熊本市の人口は増加傾向。
・平成23年3月に九州新幹線全線が開通し、平成24年
度に熊本市は政令指定都市へ移行され、熊本駅周辺
整備事業が実施されており、今後も熊本駅周辺の再開
発が進むと見込まれる。
・流域自治体より構成される「白川改修・立野ダム建設
促進期成会」から要望書が提出されるなど立野ダム建
設事業の促進を望む声が大きい。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・現在は、仮排水トンネル工事及び瀬田工事用道路の
整備を実施している
・立野ダム建設事業は、平成26年3月に仮排水トンネル
工事を契約し、平成26年11月から現地掘削作業を開
始。事業費ベースで約54％〔491億円／約917億円〕（平
成26年度末）の事業進捗となっており、今後ダム本体
工事に着手し、平成34年度に完了する見込み。

③コスト縮減や代替立案などの可能性について
・仮排水路坑口の締切堤構造を重力式コンクリート擁壁
からダブルウォール（CSG中詰）へ見直すことにより材
料費及び施工コストを削減し、コスト縮減を図った。
・今後も引き続き、設計段階や工事施工において、工法
の工夫や新技術の積極的な採用により、コスト縮減に
努める。
・平成24年度に実施した立野ダム建設事業の検証に係
る検討において、「ダム事業の検証に係る検討に関す
る再評価実施要領細目」に基づき現計画案（立野ダム
案）と現計画案以外の代替案を複数の評価軸ごとに評
価し、最も有利な案は、現計画案（立野ダム案）と評価
している。



貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

（※1）前回評価時において実施した費用便益分析の要因に変化が見られないことなどから、前回評価の費用便益分析の結果を用いている。

【内訳】（※1）
　建設費　1,549億円
　維持管理費　87億円

1.1
（※1）

・小石原川では、昭和28年6月の洪水
において越水破堤が発生し、死者23
名、流出家屋92戸という甚大な被害を
被った。近年では、平成22年、平成24
年といずれも栄田橋地点水位が当時
観測史上最大を記録する洪水が発
生。特に平成24年に発生した洪水で
は、沿川住民（441世帯1,437名）を対
象に避難勧告が出され、自主避難も含
めて約100名が避難、浸水家屋26戸の
被害が発生した。
・筑後川の水は水道用水、発電用水、
農業用水、工業用水等として利用さ
れ、水道用水は流域内はもとより、福
岡県南地域、佐賀東部地域及び福岡
都市圏に供給されるなど広域的かつ
高度に利用されている。
・既得用水の安定的な取水及び筑後
川の環境改善のための不特定容量の
確保が必要であるが、不特定容量の
確保が遅れている。
• 現在、松原、下筌ダムの再開発
（S58）により冬場の不特定容量は確保
されているが、夏場の不特定容量は不
足している。
・筑後川流域では、昭和53年、平成6
年をはじめとして2年に1回程度、取水
制限を実施するなど、慢性的な水不足
に見舞われている。

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・小石原川流域関連自治体における近年10ヵ年の人口
の推移は、減少かほぼ横ばいにある。
・小石原川ダム建設事業の水道事業に係る事業評価
（再評価） については、平成24年10月に小石原川ダム
建設事業再評価（都市用水関係）委員会での審議を踏
まえ、「引き続き事業を実施することが適切である」とし
ている。

②事業の進捗状況、事業進捗の見込みについて
・平成26年度末までに用地取得（226ha/258ha）が実施
済み。家屋移転(契約)が完了。
・付替国道（0.4km/5.1km）、付替右岸林道
（1km/5km）、転流工（仮排水路トンネル）（36％）が実施
済み。
・現在、転流工工事や付替国道工事、付替右岸林道工
事を実施している。
・平成27年3月末までに事業費約443億円を投資、進捗
率約23％(事業費ベース)
・転流工事、付替道路工事、ダムサイト周辺伐採、工事
用施工ヤード造成等に順次着手しており、今後は速や
かに本体建設工事に着手し、平成31年度事業完了を目
指す。

③コスト縮減や代替案立案などの可能性について
・新技術の補強土壁工法による掘削土量の減少による
コスト縮減を行っている。
・本体設計において、新たに得られた地質情報等をもと
に、設計の見直しを行い、コスト縮減を図っている。
・今後の工事においても、引き続き合理的な設計、施工
の合理化、新技術の活用等による事業費抑制とコスト
縮減を図り、事業の効果的な執行に努めたい。
・平成24年度に実施した小石原川ダム建設事業の検証
に係る検討において、「ダム事業の検証に係る検討に
関する再評価実施要領細目」に基づき現計画案（小石
原川ダム案）と現計画案以外の代替案を複数の評価軸
ごとに評価し、最も有利な案は、現計画案（小石原川ダ
ム案）と評価している。

継続

水管理・国土保全
局治水課
（課長　大西　亘）

小石原川ダム建設
事業
独立行政法人水資
源機構

再々評価 1,960
1,874
（※1）

【内訳】（※1）
被害防止便益：298億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：
1,511億円
残存価値： 64億円

【主な根拠】（※1）
洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：121戸
　年平均浸水軽減面積：141ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関して小石
原川ダムと同じ機能を有するダムを代替
施設とし、代替法を用いて計上

1,636
（※1）



【その他施設費】

【官庁営繕事業】

事業
計画の
必要性

事業
計画の
合理性

事業
計画の
効果

その他 194 96 114点 100点 121点 継続
大臣官房

官庁営繕部計画課
（課長　住田 浩典）

対応方針
担当課

（担当課長名）
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減

等）

評　　　価

その他

供用後の
維持管理

費
（億円）

横浜地方合同庁舎
関東地方整備局

　老朽、都市計画の関係、耐震性の不足、狭あい等を解消する必要性が
認められる。移転・再配置、集約合同化で合理性があり、位置・規模・
構造が適切で事業の効果が認められる。

①事業の必要性
1)社会経済情勢等の変化
・入居予定官署の追加に伴って、事業計画の見直しの必要が生じ
た。
　また、東日本大震災からの復興への着実な取組み及び防災・減災
の取組みを進めると共に、財政健全化を図るため、歳出全般の更な
る点検が必要とされている。
2)事業の効果等
・「事業計画の合理性」及び「事業計画の効果」の評価結果から本
事業の効果が認められる。
3)事業の進捗状況
・敷地調査発注前

②事業の進捗の見込み
・現計画の継続が必要である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性
・本事業の実施に合理性があり、「コスト縮減や新たな代替案立案
の可能性」の観点から現時点で事業の見直しの必要性は認められな
い。

 社会経済情勢等の変化はあるが、事業の必要性等については評価基
準以上の評点となっている。また、今後の事業進捗も見込まれるこ
とから、本計画を継続することが妥当であると認められる。



事業
計画の
必要性

事業
計画の
合理性

事業
計画の
効果

対応方針
担当課

（担当課長名）
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減

等）

評　　　価

その他

供用後の
維持管理

費
（億円）

その他 45 23 112点 100点 121点 継続
大臣官房

官庁営繕部計画課
（課長　住田 浩典）

事業計画の必要性 - 既存施設の老朽・狭隘・政策要因等、施設の現況から事業計画を早期に行う必要性を評価する指標
事業計画の合理性 - 採択案と同等の性能を確保できる代替案の設定可能性の検討、代替案との経済比較等から新規事業として行うことの合理性を評価する指標
事業計画の効果    - 通常業務に必要な機能を満たしていることを確認・評価する指標
（採択要件：事業計画の必要性、事業計画の合理性及び事業計画の効果がいずれも100点以上）
供用後の維持管理費は、50年間にかかる費用を現在価値化したもの

鹿児島第３
地方合同庁舎
九州地方整備局

①事業の必要性
1)社会経済情勢等の変化
・入居予定官署の一部が入居を取りやめたことに伴って、事業計画
の見直しの必要が生じた。
　また、東日本大震災からの復興への着実な取組み及び防災・減災
の取組みを進めると共に、財政健全化を図るため、歳出全般の更な
る点検が必要とされている。
2)事業の効果等
・「事業計画の合理性」及び「事業計画の効果」の評価結果から本
事業の効果が認められる。
3)事業の進捗状況
・敷地調査発注前

②事業の進捗の見込み
・現計画の継続が必要である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性
・本事業の実施に合理性があり、「コスト縮減や新たな代替案立案
の可能性」の観点から現時点で事業の見直しの必要性は認められな
い。

 社会経済情勢等の変化はあるが、事業の必要性等については評価基
準以上の評点となっている。また、今後の事業進捗も見込まれるこ
とから、本計画を継続することが妥当であると認められる。

　老朽、耐震性の不足、狭あいを解消する必要性が認められる。経済
性、採算性等の合理性があり、位置・規模・構造が適切で集約合同化に
よる事業の効果が認められる。


